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平成 26 年 ３ 月 31 日（月曜日）

号　　　　　　　　　　外

（第　 ３５ 　号）

　　　　規　　　則
○知事が管理する公文書の公開等に関する規則の一部を
　改正する規則� （総　務　課）　１

　　　　議　　　会
○石川県議会が管理する公文書の公開等に関する規程及
　び石川県議会が所管する手続等における情報通信の技
　術の利用に関する規程の一部を改正する規程� 　２

　　　　教育委員会
○石川県教育委員会が管理する公文書の公開等に関する
　規則の一部を改正する規則� 　３

　　　　公安委員会
○石川県公安委員会が管理する公文書の公開等に関する
　規則の一部を改正する規則� 　５

　　　　選挙管理委員会
○石川県選挙管理委員会が管理する公文書の公開等に関
　する規程の一部改正� 　６

　　　　監 査 委 員
○石川県監査委員が管理する公文書の公開等に関する規程
　及び石川県監査委員が所管する手続等に係る石川県行政
　手続等における情報通信の技術の利用に関する条例施行
　規程の一部改正� 　７

　　　　人事委員会
○石川県人事委員会が管理する公文書の公開等に関する規
　則の一部を改正する規則� 　８

　　　　労働委員会
○石川県労働委員会が管理する公文書の公開等に関する規
　程の一部改正� 　10
　　　　石川海区漁業調整委員会
○石川海区漁業調整委員会が管理する公文書の公開等に関
　する規程の一部改正� 　11
　　　　内水面漁場管理委員会
○石川県内水面漁場管理委員会が管理する公文書の公開等
　に関する規程の一部改正� 　12
　　　　収用委員会
○石川県収用委員会が管理する公文書の公開等に関する規
　程の一部改正� 　13

　 知 事 が 管 理 す る 公 文 書 の 公 開 等 に 関 す る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 す る 。

　　 平 成 二 十 六 年 三 月 三 十 一 日

� 石 川 県 知 事　　 谷　　 本　　 正　　 憲　

石 川 県 規 則 第 九 号

　　　 知 事 が 管 理 す る 公 文 書 の 公 開 等 に 関 す る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

　 知 事 が 管 理 す る 公 文 書 の 公 開 等 に 関 す る 規 則 （ 平 成 十 三 年 石 川 県 規 則 第 十 五 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

　 第 二 条 第 二 項 を 次 の よ う に 改 め る 。

２　 条 例 第 六 条 第 一 項 第 三 号 の 実 施 機 関 が 定 め る 事 項 は 、 公 文 書 の 公 開 の 方 法 と す る 。

　 別 記 様 式 第 一 号 中 「

殿 」 を 「様 」 に 、
「

氏
　　　　　　　　　　

名

法人その他の団体にあって

は、名称及び代表者の氏名

」
を

主たる事務所が県内にない法人

その他の団体にあっては､ 県内

にある事務所又は事業所の名称

及び所在地

（名
　

称 ）

（所在地 ）

連 絡 先 電 話 番 号

目　　　　　　　　　　　次

規　　　　　　　　則
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「

氏
　　　　　　　　　　

名

法人その他の団体にあって

は、名称及び代表者の氏名

」
に 、

連
　

絡
　

先
　　

担当部署

担当者氏名

電話番号

「

請求に係る公文書の内容

公文書の件名又は知りた

いと思う事項を具体的に

記入してください。

」
を

請
　

求
　

者
　

の
　

区
　

分

１
　

県内に住所を有する者

２
　

県内に事務所又は事業所を有する個人及び法人その他の団体

３
　

県内に存する事務所又は事業所に勤務する者

　　

（勤務先
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

　　

（所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

４
　

県内に存する学校に在学する者

　　

（学校名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

　　

（所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

５
　

実施機関が行う事務事業に利害関係を有するもの

　　

（利害関係の内容
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

「

請求に係る公文書の内容

公文書の件名又は知りた

いと思う事項を具体的に

記入してください。
」

に 改 め 、 同 様

式 注 意 １ 中 「請求者の区分欄及び 」 を 削 り 、 「囲み､ 括弧内に必要な事項を記入して 」 を 「囲んで 」 に 改 め る 。

　 別 記 様 式 第 二 号 か ら 別 記 様 式 第 十 二 号 ま で の 規 定 中 「殿 」 を 「様 」 に 改 め る 。

　　　 附　 則

　 こ の 規 則 は 、 平 成 二 十 六 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

　 石 川 県 議 会 が 管 理 す る 公 文 書 の 公 開 等 に 関 す る 規 程 及 び 石 川 県 議 会 が 所 管 す る 手 続 等 に お け る 情 報 通 信 の 技 術 の 利

用 に 関 す る 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 規 程 を こ こ に 公 布 す る 。

　　 平 成 二 十 六 年 三 月 三 十 一 日

� 石 川 県 議 会 議 長　　 吉　　 㟢　　 吉　　 規　

石 川 県 議 会 規 程 第 一 号

　　　 石 川 県 議 会 が 管 理 す る 公 文 書 の 公 開 等 に 関 す る 規 程 及 び 石 川 県 議 会 が 所 管 す る 手 続 等 に お け る 情 報 通 信

　　　 の 技 術 の 利 用 に 関 す る 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 規 程

（ 石 川 県 議 会 が 管 理 す る 公 文 書 の 公 開 等 に 関 す る 規 程 の 一 部 改 正 ）

第� 一 条　 石 川 県 議 会 が 管 理 す る 公 文 書 の 公 開 等 に 関 す る 規 程 （ 平 成 十 三 年 石 川 県 議 会 規 程 第 二 号 ） の 一 部 を 次 の よ う

に 改 正 す る 。

　　 第 二 条 第 二 項 を 次 の よ う に 改 め る 。

　 ２　 条 例 第 六 条 第 一 項 第 三 号 の 実 施 機 関 が 定 め る 事 項 は 、 公 文 書 の 公 開 の 方 法 と す る 。

議　　　　　　　　会
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　 別 記 様 式 第 一 号 中 「

殿 」 を 「様 」 に 、
「

氏
　　　　　　　　　　

名

法人その他の団体にあって

は、名称及び代表者の氏名

」
を

主たる事務所が県内にない法人

その他の団体にあっては､ 県内

にある事務所又は事業所の名称

及び所在地

（名
　

称 ）

（所在地 ）

連 絡 先 電 話 番 号

「

氏
　　　　　　　　　　

名

法人その他の団体にあって

は、名称及び代表者の氏名

」
に 、

連
　

絡
　

先
　　

担当部署

担当者氏名

電話番号

「

請求に係る公文書の内容

公文書の件名又は知りた

いと思う事項を具体的に

記入してください。

」
を

請
　

求
　

者
　

の
　

区
　

分

１
　

県内に住所を有する者

２
　

県内に事務所又は事業所を有する個人及び法人その他の団体

３
　

県内に存する事務所又は事業所に勤務する者

　　

（勤務先
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

　　

（所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

４
　

県内に存する学校に在学する者

　　

（学校名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

　　

（所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

５
　

実施機関が行う事務事業に利害関係を有するもの

　　

（利害関係の内容
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

「

請求に係る公文書の内容

公文書の件名又は知りた

いと思う事項を具体的に

記入してください。

」
に 改 め 、 同

　 様 式 注 意 １ 中 「請求者の区分欄及び 」 を 削 り 、 「囲み､ 括弧内に必要な事項を記入して 」 を 「囲んで 」 に 改 め る 。

　　 別 記 様 式 第 二 号 か ら 別 記 様 式 第 十 二 号 ま で の 規 定 中 「殿 」 を 「様 」 に 改 め る 。

（ 石 川 県 議 会 が 所 管 す る 手 続 等 に お け る 情 報 通 信 の 技 術 の 利 用 に 関 す る 規 程 の 一 部 改 正 ）

第� 二 条　 石 川 県 議 会 が 所 管 す る 手 続 等 に お け る 情 報 通 信 の 技 術 の 利 用 に 関 す る 規 程 （ 平 成 二 十 年 石 川 県 議 会 規 程 第 一

号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

　　 第 六 条 を 削 り 、 第 七 条 を 第 六 条 と す る 。

　　　 附　 則

　 こ の 規 程 は 、 平 成 二 十 六 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

　 石 川 県 教 育 委 員 会 が 管 理 す る 公 文 書 の 公 開 等 に 関 す る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 す る 。

教　育　委　員　会
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　　 平 成 二 十 六 年 三 月 三 十 一 日

� 石　 川　 県　 教　 育　 委　 員　 会　

石 川 県 教 育 委 員 会 規 則 第 一 号

　　　 石 川 県 教 育 委 員 会 が 管 理 す る 公 文 書 の 公 開 等 に 関 す る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

　 石 川 県 教 育 委 員 会 が 管 理 す る 公 文 書 の 公 開 等 に 関 す る 規 則 （ 平 成 十 三 年 石 川 県 教 育 委 員 会 規 則 第 五 号 ） の 一 部 を 次

の よ う に 改 正 す る 。

　 第 二 条 第 二 項 を 次 の よ う に 改 め る 。

２　 条 例 第 六 条 第 一 項 第 三 号 の 実 施 機 関 が 定 め る 事 項 は 、 公 文 書 の 公 開 の 方 法 と す る 。

　 別 記 様 式 第 一 号 中 「

殿 」 を 「様 」 に 、
「

氏
　　　　　　　　　　

名

法人その他の団体にあって

は、名称及び代表者の氏名

」
を

主たる事務所が県内にない法人

その他の団体にあっては､ 県内

にある事務所又は事業所の名称

及び所在地

（名
　

称 ）

（所在地 ）

連 絡 先 電 話 番 号

「

氏
　　　　　　　　　　

名

法人その他の団体にあって

は、名称及び代表者の氏名

」
に 、

連
　

絡
　

先
　　

担当部署

担当者氏名

電話番号

「

請求に係る公文書の内容

公文書の件名又は知りた

いと思う事項を具体的に

記入してください。

」
を

請
　

求
　

者
　

の
　

区
　

分

１
　

県内に住所を有する者

２
　

県内に事務所又は事業所を有する個人及び法人その他の団体

３
　

県内に存する事務所又は事業所に勤務する者

　　

（勤務先
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

　　

（所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

４
　

県内に存する学校に在学する者

　　

（学校名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

　　

（所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

５
　

実施機関が行う事務事業に利害関係を有するもの

　　

（利害関係の内容
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

「

請求に係る公文書の内容

公文書の件名又は知りた

いと思う事項を具体的に

記入してください。

」
に 改 め 、 同 様

式 注 意 １ 中 「請求者の区分欄及び 」 を 削 り 、 「囲み､ 括弧内に必要な事項を記入して 」 を 「囲んで 」 に 改 め る 。

　 別 記 様 式 第 二 号 か ら 別 記 様 式 第 十 二 号 ま で の 規 定 中 「殿 」 を 「様 」 に 改 め る 。

　　　 附　 則

　 こ の 規 則 は 、 平 成 二 十 六 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。
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　 石 川 県 公 安 委 員 会 が 管 理 す る 公 文 書 の 公 開 等 に 関 す る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 す る 。

　　 平 成 二 十 六 年 三 月 三 十 一 日

� 石　 川　 県　 公　 安　 委　 員　 会　

石 川 県 公 安 委 員 会 規 則 第 四 号

　　　 石 川 県 公 安 委 員 会 が 管 理 す る 公 文 書 の 公 開 等 に 関 す る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

　 石 川 県 公 安 委 員 会 が 管 理 す る 公 文 書 の 公 開 等 に 関 す る 規 則 （ 平 成 十 四 年 石 川 県 公 安 委 員 会 規 則 第 四 号 ） の 一 部 を 次

の よ う に 改 正 す る 。

　 第 二 条 第 二 項 を 次 の よ う に 改 め る 。

２　 条 例 第 六 条 第 一 項 第 三 号 の 実 施 機 関 が 定 め る 事 項 は 、 公 文 書 の 公 開 の 方 法 と す る 。

　 別 記 様 式 第 一 号 中
「

氏
　　　　　　　　　　

名

法人その他の団体にあって

は、名称及び代表者の氏名

」
を

主たる事務所が県内にない法人

その他の団体にあっては､ 県内

にある事務所又は事業所の名称

及び所在地

（名
　

称 ）

（所在地 ）

連 絡 先 電 話 番 号

「

氏
　　　　　　　　　　

名

法人その他の団体にあって

は、名称及び代表者の氏名

」
に 、

連
　

絡
　

先
　　

担当部署

担当者氏名

電話番号

「

請求に係る公文書の内容

公文書の件名又は知りた

いと思う事項を具体的に

記入してください。

」
を

請
　

求
　

者
　

の
　

区
　

分

１
　

県内に住所を有する者

２
　

県内に事務所又は事業所を有する個人及び法人その他の団体

３
　

県内に存する事務所又は事業所に勤務する者

　　

（勤務先
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

　　

（所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

４
　

県内に存する学校に在学する者

　　

（学校名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

　　

（所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

５
　

実施機関が行う事務事業に利害関係を有するもの

　　

（利害関係の内容
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

「

請求に係る公文書の内容

公文書の件名又は知りた

いと思う事項を具体的に

記入してください。

」
に 改 め 、 同 様

公　安　委　員　会
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式 注 意 １ 中 「請求者の区分欄及び 」 を 削 り 、 「囲み､ 括弧内に必要な事項を記入して 」 を 「囲んで 」 に 改 め る 。

　　　 附　 則

　 こ の 規 則 は 、 平 成 二 十 六 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

石川県選挙管理委員会告示第51号
　 石川県選挙管理委員会が管理する公文書の公開等に関する規程 （平成13年石川県選挙管理委員会告示第28号 ）の一
部を次のように改正する｡
　　 平成26年３月31日
� 石川県選挙管理委員会　
　 第２条第２項を次のように改める｡

２　 条 例 第 六 条 第 一 項 第 三 号 の 実 施 機 関 が 定 め る 事 項 は 、 公 文 書 の 公 開 の 方 法 と す る 。

　
別記様式第１号中 「殿 」を 「様 」に､

「

氏
　　　　　　　　　　

名

法人その他の団体にあって

は、名称及び代表者の氏名

」

を
主たる事務所が県内にない法人

その他の団体にあっては､ 県内

にある事務所又は事業所の名称

及び所在地

（名
　

称 ）

（所在地 ）
連 絡 先 電 話 番 号

「

氏
　　　　　　　　　　

名

法人その他の団体にあって

は、名称及び代表者の氏名

」

に､

連
　

絡
　

先
　　

担当部署

担当者氏名

電話番号

「

請求に係る公文書の内容

公文書の件名又は知りた

いと思う事項を具体的に

記入してください。

」

を

請
　

求
　

者
　

の
　

区
　

分

１
　

県内に住所を有する者

２
　

県内に事務所又は事業所を有する個人及び法人その他の団体

３
　

県内に存する事務所又は事業所に勤務する者

　　

（勤務先
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

　　

（所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

４
　

県内に存する学校に在学する者

　　

（学校名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

　　

（所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

５
　

実施機関が行う事務事業に利害関係を有するもの

　　

（利害関係の内容
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

選 挙 管 理 委 員 会



7平成 26年３月 31日（月曜日） 号　　　　　外石　川　県　公　報

「
請求に係る公文書の内容

公文書の件名又は知りた

いと思う事項を具体的に

記入してください。

」

に改め､ 同様

式注意１中 「請求者の区分欄及び 」を削り､ 「囲み､ 括弧内に必要な事項を記入して 」を 「囲んで 」に改める｡
　 別記様式第２号から別記様式第12号までの規定中 「殿 」を 「様 」に改める｡
　　　 附　 則
　 この規程は､ 平成26年４月１日から施行する｡

石川県監査委員規程第１号
　 石川県監査委員が管理する公文書の公開等に関する規程 （平成13年石川県監査委員規程第１号 ）及び石川県監査委
員が所管する手続等に係る石川県行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例施行規程 （平成20年石川県
監査委員規程第３号 ）の一部を次のように改正する｡
　　 平成26年３月31日
� 石　 川　 県　 監　 査　 委　 員　

（石川県監査委員が管理する公文書の公開等に関する規程の一部改正 ）

第１条　 石川県監査委員が管理する公文書の公開等に関する規程の一部を次のように改正する｡
　　 第２条第２項を次のように改める｡

　
２　 条例第６条第１項第３号の実施機関が定める事項は､ 公文書の公開の方法とする｡

　
別記様式第１号中 「殿 」を 「様 」に､

「

氏
　　　　　　　　　　

名

法人その他の団体にあって

は、名称及び代表者の氏名

」

を
主たる事務所が県内にない法人

その他の団体にあっては､ 県内

にある事務所又は事業所の名称

及び所在地

（名
　

称 ）

（所在地 ）

連 絡 先 電 話 番 号

「

氏
　　　　　　　　　　

名

法人その他の団体にあって

は、名称及び代表者の氏名

」

に､

連
　

絡
　

先
　　

担当部署

担当者氏名

電話番号

監　　査　　委　　員



8 平成 26年３月 31日（月曜日） 号　　　　　外石　川　県　公　報
「

請求に係る公文書の内容

公文書の件名又は知りた

いと思う事項を具体的に

記入してください。

」

を

請
　

求
　

者
　

の
　

区
　

分

１
　

県内に住所を有する者

２
　

県内に事務所又は事業所を有する個人及び法人その他の団体

３
　

県内に存する事務所又は事業所に勤務する者

　　
（勤務先

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

　　
（所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

４
　

県内に存する学校に在学する者

　　

（学校名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

　　

（所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

５
　

実施機関が行う事務事業に利害関係を有するもの

　　

（利害関係の内容
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

「

請求に係る公文書の内容

公文書の件名又は知りた

いと思う事項を具体的に

記入してください。

」

に改め､ 同

　 様式注意１中 「請求者の区分欄及び 」を削り､ 「囲み､ 括弧内に必要な事項を記入して 」を 「囲んで 」に改める｡
　　 別記様式第２号から別記様式第12号までの規定中 「殿 」を 「様 」に改める｡

（石川県監査委員が所管する手続等に係る石川県行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例施行規程の
一部改正 ）

第�２条　 石川県監査委員が所管する手続等に係る石川県行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例施行
規程の一部を次のように改正する｡

　　 第６条を削り､ 第７条を第６条とする｡
　　　 附　 則
　 この規程は､ 平成26年４月１日から施行する｡

　 石 川 県 人 事 委 員 会 が 管 理 す る 公 文 書 の 公 開 等 に 関 す る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 す る 。

　　 平 成 二 十 六 年 三 月 三 十 一 日

� 石　 川　 県　 人　 事　 委　 員　 会　

石 川 県 人 事 委 員 会 規 則 第 六 号

　　　 石 川 県 人 事 委 員 会 が 管 理 す る 公 文 書 の 公 開 等 に 関 す る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

　 石 川 県 人 事 委 員 会 が 管 理 す る 公 文 書 の 公 開 等 に 関 す る 規 則 （ 平 成 十 三 年 石 川 県 人 事 委 員 会 規 則 第 四 号 ） の 一 部 を 次

の よ う に 改 正 す る 。

　 第 二 条 第 二 項 を 次 の よ う に 改 め る 。

２　 条 例 第 六 条 第 一 項 第 三 号 の 実 施 機 関 が 定 め る 事 項 は 、 公 文 書 の 公 開 の 方 法 と す る 。

人　事　委　員　会



9平成 26年３月 31日（月曜日） 号　　　　　外石　川　県　公　報

　 別 記 様 式 第 一 号 中 「

殿 」 を 「様 」 に 、
「

氏
　　　　　　　　　　

名

法人その他の団体にあって

は、名称及び代表者の氏名

」
を

主たる事務所が県内にない法人

その他の団体にあっては､ 県内

にある事務所又は事業所の名称

及び所在地

（名
　

称 ）

（所在地 ）

連 絡 先 電 話 番 号

「

氏
　　　　　　　　　　

名

法人その他の団体にあって

は、名称及び代表者の氏名

」
に 、

連
　

絡
　

先
　　

担当部署

担当者氏名

電話番号

「

請求に係る公文書の内容

公文書の件名又は知りた

いと思う事項を具体的に

記入してください。

」
を

請
　

求
　

者
　

の
　

区
　

分

１
　

県内に住所を有する者

２
　

県内に事務所又は事業所を有する個人及び法人その他の団体

３
　

県内に存する事務所又は事業所に勤務する者

　　

（勤務先
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

　　

（所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）
４
　

県内に存する学校に在学する者

　　

（学校名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

　　

（所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

５
　

実施機関が行う事務事業に利害関係を有するもの

　　

（利害関係の内容
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

「

請求に係る公文書の内容

公文書の件名又は知りた

いと思う事項を具体的に

記入してください。

」
に 改 め 、 同 様

式 注 意 １ 中 「請求者の区分欄及び 」 を 削 り 、 「囲み､ 括弧内に必要な事項を記入して 」 を 「囲んで 」 に 改 め る 。

　 別 記 様 式 第 二 号 中 「殿 」 を 「様 」 に 改 め る 。

　 別 記 様 式 第 三 号 か ら 別 記 様 式 第 六 号 ま で の 規 定 中 「殿 」 を 「様 」 に 、 「を代表者します 」 を 「の代表者となります 」

に 改 め る 。

　 別 記 様 式 第 七 号 か ら 別 記 様 式 第 十 号 ま で の 規 定 中 「殿 」 を 「様 」 に 改 め る 。

　 別 記 様 式 第 十 一 号 中 「殿 」 を 「様 」 に 、 「を代表者します 」 を 「の代表者となります 」 に 改 め る 。

　 別 記 様 式 第 十 二 号 中 「殿 」 を 「様 」 に 改 め る 。

　　　 附　 則

　 こ の 規 則 は 、 平 成 二 十 六 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。



10 平成 26年３月 31日（月曜日） 号　　　　　外石　川　県　公　報

石川県労働委員会告示第１号
　 石川県労働委員会が管理する公文書の公開等に関する規程 （平成13年石川県地方労働委員会告示第１号 ）の一部を
次のように改正する｡
　　 平成26年３月31日
� 石　 川　 県　 労　 働　 委　 員　 会　
　 第２条第２項を次のように改める｡
２　 条例第６条第１項第３号の実施機関が定める事項は､ 公文書の公開の方法とする｡

　
別記様式第１号中 「殿 」を 「様 」に､

「

氏
　　　　　　　　　　

名

法人その他の団体にあって

は、名称及び代表者の氏名

」

を
主たる事務所が県内にない法人

その他の団体にあっては､ 県内

にある事務所又は事業所の名称

及び所在地

（名
　

称 ）

（所在地 ）

連 絡 先 電 話 番 号

「

氏
　　　　　　　　　　

名

法人その他の団体にあって

は、名称及び代表者の氏名

」

に､

連
　

絡
　

先
　　

担当部署

担当者氏名

電話番号

「

請求に係る公文書の内容

公文書の件名又は知りた

いと思う事項を具体的に

記入してください。

」

を

請
　

求
　

者
　

の
　

区
　

分

１
　

県内に住所を有する者

２
　

県内に事務所又は事業所を有する個人及び法人その他の団体

３
　

県内に存する事務所又は事業所に勤務する者

　　

（勤務先
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

　　

（所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

４
　

県内に存する学校に在学する者

　　

（学校名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

　　

（所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

５
　

実施機関が行う事務事業に利害関係を有するもの

　　

（利害関係の内容
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

「

請求に係る公文書の内容

公文書の件名又は知りた

いと思う事項を具体的に

記入してください。

」

に改め､ 同様

式注意１中 「請求者の区分欄及び 」を削り､ 「囲み､ 括弧内に必要な事項を記入して 」を 「囲んで 」に改める｡
　 別記様式第２号及び別記様式第３号中 「殿 」を 「様 」に､

労　働　委　員　会



11平成 26年３月 31日（月曜日） 号　　　　　外石　川　県　公　報

「
担 当 課 � （電話番号　　　　　　 ）

」

を
「

事務局電話番号

」

に

改め､ 「担当課へ 」を 「事務局へ 」に改める｡
　 別記様式第４号から別記様式第８号までの規定中 「殿 」を 「様 」に､

「

担 当 課 � （電話番号　　　　　　 ）
」

を

「

事務局電話番号

」

に

改める｡
　 別記様式第９号中 「殿 」を 「様 」に､

「

移送をした実施機関担　 当　 課� （電話番号　　　　　　 ）
」

を

「

移送をした実施機関労働委員会事務局� （電話番号　　　　　　 ）
」

に

改める｡
　 別記様式第10号中 「殿 」を 「様 」に､

「

意見書の提出先

（　担　 当　 課　 ） � （電話番号　　　　　　 ）
」

を

「

意見書の提出先労働委員会事務局� （電話番号　　　　　　 ）
」

に

改め､ 同様式別紙中 「 （担当課 ） 」を削る｡
　 別記様式第11号及び別記様式第12号中 「殿 」を 「様 」に､

「

担 当 課 � （電話番号　　　　　　 ）
」

を

「

事務局電話番号

」

に

改める｡
　　　 附　 則
　 この規程は､ 平成26年４月１日から施行する｡

石川海区漁業調整委員会規程第１号
　 石川海区漁業調整委員会が管理する公文書の公開等に関する規程 （平成13年石川海区漁業調整委員会規程第１号 ）

の一部を次のように改正する｡
　　 平成26年３月31日
� 石川海区漁業調整委員会　
　 第２条第２項を次のように改める｡
２　 条例第６条第１項第３号の実施機関が定める事項は､ 公文書の公開の方法とする｡

石川海区漁業調整委員会



12 平成 26年３月 31日（月曜日） 号　　　　　外石　川　県　公　報

　
別記様式第１号中 「殿 」を 「様 」に､

「

氏
　　　　　　　　　　

名

法人その他の団体にあって

は、名称及び代表者の氏名

」

を
主たる事務所が県内にない法人

その他の団体にあっては､ 県内

にある事務所又は事業所の名称

及び所在地

（名
　

称 ）

（所在地 ）

連 絡 先 電 話 番 号

「

氏
　　　　　　　　　　

名

法人その他の団体にあって

は、名称及び代表者の氏名

」

に､

連
　

絡
　

先
　　

担当部署

担当者氏名

電話番号

「

請求に係る公文書の内容

公文書の件名又は知りた

いと思う事項を具体的に

記入してください。

」

を

請
　

求
　

者
　

の
　

区
　

分

１
　

県内に住所を有する者

２
　

県内に事務所又は事業所を有する個人及び法人その他の団体

３
　

県内に存する事務所又は事業所に勤務する者

　　

（勤務先
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

　　

（所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

４
　

県内に存する学校に在学する者

　　

（学校名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

　　

（所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

５
　

実施機関が行う事務事業に利害関係を有するもの

　　

（利害関係の内容
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

「

請求に係る公文書の内容

公文書の件名又は知りた

いと思う事項を具体的に

記入してください。

」

に改め､ 同様

式注意１中 「請求者の区分欄及び 」を削り､ 「囲み､ 括弧内に必要な事項を記入して 」を 「囲んで 」に改める｡
　 別記様式第２号から別記様式第12号までの規定中 「殿 」を 「様 」に改める｡
　　　 附　 則
　 この規程は､ 平成26年４月１日から施行する｡

石川県内水面漁場管理委員会規程第１号
　 石川県内水面漁場管理委員会が管理する公文書の公開等に関する規程 （平成13年石川県内水面漁場管理委員会規程
第１号 ）の一部を次のように改正する｡
　　 平成26年３月31日

内水面漁場管理委員会



13平成 26年３月 31日（月曜日） 号　　　　　外石　川　県　公　報

� 石川県内水面漁場管理委員会　
　 第２条第２項を次のように改める｡
２　 条例第６条第１項第３号の実施機関が定める事項は､ 公文書の公開の方法とする｡

　
別記様式第１号中 「殿 」を 「様 」に､

「

氏
　　　　　　　　　　

名

法人その他の団体にあって

は、名称及び代表者の氏名

」

を
主たる事務所が県内にない法人

その他の団体にあっては､ 県内

にある事務所又は事業所の名称

及び所在地

（名
　

称 ）

（所在地 ）

連 絡 先 電 話 番 号

「

氏
　　　　　　　　　　

名

法人その他の団体にあって

は、名称及び代表者の氏名

」

に､

連
　

絡
　

先
　　

担当部署

担当者氏名

電話番号

「

請求に係る公文書の内容

公文書の件名又は知りた

いと思う事項を具体的に

記入してください。

」

を

請
　

求
　

者
　

の
　

区
　

分

１
　

県内に住所を有する者

２
　

県内に事務所又は事業所を有する個人及び法人その他の団体

３
　

県内に存する事務所又は事業所に勤務する者

　　

（勤務先
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

　　

（所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

４
　

県内に存する学校に在学する者

　　

（学校名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

　　

（所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

５
　

実施機関が行う事務事業に利害関係を有するもの

　　

（利害関係の内容
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

「

請求に係る公文書の内容

公文書の件名又は知りた

いと思う事項を具体的に

記入してください。

」

に改め､ 同様

式注意１中 「請求者の区分欄及び 」を削り､ 「囲み､ 括弧内に必要な事項を記入して 」を 「囲んで 」に改める｡
　 別記様式第２号から別記様式第12号までの規定中 「殿 」を 「様 」に改める｡
　　　 附　 則
　 この規程は､ 平成26年４月１日から施行する｡

石川県収用委員会規程第１号

収　用　委　員　会



14 平成 26年３月 31日（月曜日） 号　　　　　外石　川　県　公　報

（１箇月2,350円送料とも） 発行人　〒920-8580　石川県金沢市鞍月１丁目１番地　　　�石　川　県
印刷所　〒921-8064　石川県金沢市八日市４丁目265番地４　㈲プランニング・エージ　TEL（076）274-2225

　 石川県収用委員会が管理する公文書の公開等に関する規程 （平成13年石川県収用委員会規程第１号 ）の一部を次の
ように改正する｡
　　 平成26年３月31日
� 石　 川　 県　 収　 用　 委　 員　 会　
　 第２条第２項を次のように改める｡
２　 条例第６条第１項第３号の実施機関が定める事項は､ 公文書の公開の方法とする｡

　
別記様式第１号中 「殿 」を 「様 」に､

「

氏
　　　　　　　　　　

名

法人その他の団体にあって

は、名称及び代表者の氏名

」

を
主たる事務所が県内にない法人

その他の団体にあっては､ 県内

にある事務所又は事業所の名称

及び所在地

（名
　

称 ）

（所在地 ）

連 絡 先 電 話 番 号

「

氏
　　　　　　　　　　

名

法人その他の団体にあって

は、名称及び代表者の氏名
」

に､

連
　

絡
　

先
　　

担当部署

担当者氏名

電話番号

「

請求に係る公文書の内容

公文書の件名又は知りた

いと思う事項を具体的に

記入してください。
」

を

請
　

求
　

者
　

の
　

区
　

分

１
　

県内に住所を有する者

２
　

県内に事務所又は事業所を有する個人及び法人その他の団体

３
　

県内に存する事務所又は事業所に勤務する者

　　

（勤務先
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

　　

（所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

４
　

県内に存する学校に在学する者

　　

（学校名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

　　

（所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

５
　

実施機関が行う事務事業に利害関係を有するもの

　　

（利害関係の内容
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

「

請求に係る公文書の内容

公文書の件名又は知りた

いと思う事項を具体的に

記入してください。

」

に改め､ 同様

式注意１中 「請求者の区分欄及び 」を削り､ 「囲み､ 括弧内に必要な事項を記入して 」を 「囲んで 」に改める｡
　 別記様式第２号から別記様式第12号までの規定中 「殿 」を 「様 」に改める｡
　　　 附　 則
　 この規程は､ 平成26年４月１日から施行する｡


